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1.　緒　　　　言

当社は，1987 年からアクティブ式制振装置の開発に
取り組んできた．初めて実用化したのは橋梁分野であ
り，1991 年に橋梁分野としては世界で初めてとなる制振
装置が首都高速 12 号線吊橋（レインボーブリッジ）の
主塔に搭載されている ( 1 )．高層ビルでの最初の適用は，
1993 年の東京の光が丘にある J-City タワーである．さら
に，1 年後に設置された新宿パークタワー（東京）の制
振装置には，110 t の大型可動マスに制御効率や安全性を
考慮したさまざまなインテリジェント機能が備えられ，本
格的な高層ビル用の制振装置の礎が築かれた ( 2 )．
一方，世の中の動向を見ると，高層ビルのアクティブ式
制振装置は継続的に普及し，その結果，2005 年 11 月時
点での総件数は 40 件を超えるようになり ( 3 )，居住性の
向上が求められる新築の高層ビルでは，制振装置は必要不
可欠になった．すでに，制振装置が設置されたビルのなか
には，モニタリング装置を備えたものもあり，稼働時の記
録から制振効果や装置の動的挙動が次第に解明されてき
た．これに伴い，装置には低コストで，より高性能なもの
が要求されるようになってきた．また，このような制振装

置は，一般に重量物でありながら，建物の上層部に設置し
なければならないことから，性能に加えて，コンパクト化
も建物設計および据付け工事側の重要な要求項目となって
いる．すなわち，① 一階分の軒高さに収納可能な装置高
さの実現 ② 平面的設置スペースの削減 ③ 軽量化，であ
る．以上のことを考慮し，当社は，2005 年から新しい制
振装置の開発および適用を進めてきた．これは，従来のば
ね機構と呼ばれる吊り構造やコイルばねを一切使用せず
に，リニアガイド上の可動マスをモータのみの力で直接制
御する方式（以下，レール型フル・アクティブ式と呼ぶ）
である．装置高さを極力低くするとともに，部品点数を大
幅に削減することで，コンパクト化と軽量化が可能にな
る．
ところで，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平
洋沖地震では，首都圏においても，最大で震度 5 強に達
し，高層ビルが大きく揺れたことが報告されている．制振
装置は，従来から風揺れに重きが置かれていたため，地震
に対しては積極的な対応はなされてこなかった．この地震
を契機に，今後は，地震への対応が重要な課題となってい
くことが考えられる．当社では，レール型フル・アクティ
ブ式制振装置の開発と併行して，制御法の開発も行ってき
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た．これは，比較的微小な風揺れから，大地震までの幅広
い揺れに対して制振装置を効率良く稼働させるためのもの
である．
本稿では，はじめに，本装置の構成について述べる．次
に，本装置の高層ビルへの適用例をとおして，その制振効
果や利便性を紹介する．また，制御性能の高度化を図るた
めの制御法を取り上げ，大地震を想定した陸上試験での検
証結果および東北地方太平洋沖地震での実際の作動結果か
ら，大地震での稼働に有効であることを示す．最後に，新
技術への取組みとして，電力回生機能を用いた省エネル
ギー技術についても紹介する．

2.　レール型フル・アクティブ式制振装置の構成

本装置の機構と外観を第 1 図に示す．可動マスをリニ
アガイドで支持して，ボールねじ機構を介して直接モータ
で制御する．この機構を第 1 図 - ( b ) に示すように，親
亀小亀構造の二段重ねにすれば，二軸機構になる．従来，
アクティブ式制振装置では，建物周期への同調や可動マス
を中立点で作動させるために，何らかのばね要素で可動マ
スを支持していたが，本装置には一切のばね要素がない．
ばね要素を除いたことで，そのための機構によって制約さ
れていたストロークはより大きく設計することができる．
このために，パッシブな復元要素はもたないが，中立点を
中心に適切に駆動させることが可能である．これを可能に
しているのが，変位制御である．変位制御は，可動マスへ
の指令を変位で与えて制御する方法である．力で制御する
方法は，運動方程式で導入される制御力を直接使うので，
設計には見通しが良い．しかし，ストロークに制約がある
可動マスの制御に都合が良いのは，直接変位を制御する方
法である．第 2 図に，変位制御に基づく制御器特性の概

念を示す．横軸は周波数，縦軸は制御入力の大きさを表
す．変位制御では，制御入力を小さくすると，可動マスは
動かないように制御される．第 2 図は，一般的な例とし
て，1 次モードのみを制振する場合を示しているが，制振
に非効率な長周期成分および制振を施さない 2 次以上の
非対象モードに対しては，制御入力を小さくして装置が動
かないようにする．
一方，制振の対象モードでは制御入力を大きくして積極
的に作動させることで，装置を効率的に制御させている．
さらに，変位制御ではストロークの管理が容易なので，揺
れの大きさに応じて制御の強さを適宜変化させる振幅制御
機能と組み合わせることで，許容ストロークの範囲内で最
大限の性能を発揮することができる．以上が本装置の構成
であり，以下に主な特長を挙げる．

( 1 ) 吊り機構やばね機構をもたないシンプルな構造で
あり，装置高さを住居ビルの平均的な軒高さの 3.5 m

以下に抑えることができる．
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第 2 図　制御器の概念
Fig. 2　General idea of controller
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第 1 図　レール型フル・アクティブ式制振装置
Fig. 1　A rail-guided fully active mass damper system
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( 2 ) 軽量な可動マスをロングストロークで駆動させ，
変位制御によってストロークエンドまで効率的に制
御できる．

( 3 ) 変位制御と振幅制御機能の採用によって，小さな
揺れから大きな揺れまでを効果的に制御でき，地震
時の床加速度が数百 Gal までは装置の運転を継続し，
長周期地震への対応が期待できる．

( 4 ) ロバスト制御理論と組み合わせれば，ストローク
の効率化および複数の振動モードにおける高減衰化
が可能である．

3.　高層ビルへの適用

本方式が初めて採用されたのは，第 3 図の銀座三井ビ
ルディング（東京）である．本建物は，高さが 121 m の
ホテル兼オフィスであり，地震に対応するために層間ダ
ンパが挿入されている．風でビルが揺れても，通常の建
物よりも 2 倍程度の減衰ができることから，減衰の不足
分を補うために本装置が適用され，居住性を確保してい
る．この例では，層間ダンパが不得手とする小振幅時の制
振効果をアクティブ式制振装置に負担させている．装置に
は，短辺方向の揺れを低減する可動マス 6 t，ストローク
± 0.6 m の一軸方式 2 台が採用された．
続いて適用されたのが，2006 年に竣工した東京ミッド
タウンタワーである（第 4 図）．ここには，一方向の可
動マス質量がそれぞれ 40，50 t，ストロークが ± 1.5 m

の大型二軸方式 ( 4 ) が適用されている．同建物は，東京地
区で最も高い 248 m の建物であるが，ロングストローク

機構を採用することで，可動マスの質量を数十 t にまで
抑え，装置の軽量化を図っている．
同様の二軸方式は，海外のビルにも適用されている

（第 5 図）．第 5 図 - ( a ) のビルでは，竣工時は制振装
置を備えていなかったが，その後，強風時の居住性向上
が必要になり，2007 年に第 5 図 - ( b ) の装置 2 台が屋
上に設置された．各方向の可動マス質量は，それぞれ 10，
30 t であり，ストロークは二方向とも 0.6 m である．こ
のような既設ビルへの適用は，今後，居住性の観点から国
内および海外においても期待されるが，レール型フル・ア
クティブ式制振装置であれば，軽量で高性能を発揮できる
ので，揚重などの設置コストを低減できる．

第 6 図に，2009年に竣工したラ・トゥール青葉台（東

( a )　銀座三井ビルディング ( b )　制振装置
可動マス

第 3 図　銀座三井ビルディングと制振装置の外観
Fig. 3　Ginza Mitsui Building and mass damper

第 4 図　東京ミッドタウンタワー
Fig. 4　Tokyo Midtown Tower
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京）の外観を示す．この建物は，高さが 144 mのオフィス
兼共同住宅で，平面形状がへん平であることから，短辺方向
の揺れを低減するために一軸方式の装置 2台が適用された．
可動マスの質量は 50 t，ストロークは ± 0.6 mである．第 7

図に，2009年 10月に東京を襲った台風 19号における稼
働記録を解析し，制振装置による効果を示す．第 7 図 - ( a ) 

は制振時に実測された建物端部の加速度を示す．一方，第 7

図 - ( b ) は非制振時の建物加速度であり，制振時の建物加速
度（第 7 図 - ( a )），可動マス変位および建物モデルを用い
て求めた計算値である．制振装置によって，1/3程度まで低
減されていることが分かる．

4.　制御性能の高度化

ビルが風で揺れるときは，より高い制振効果を発揮さ
せ，地震時は，できるだけ大きい加速度までアクティブ作
動させることを目的とする制御法を提案し，制御性能に対
する一層高い要求に対応する．そのために，風で揺れると
きの制御の設定を通常よりも高くしておき，大地震時に，
より速やかに可動マスの振幅を抑制できる方法を開発する
ことで，幅広い入力にも対応できるようにする ( 6 )．第 8

図に，制御系の概念を示す．図の左端の制御理論部は，建
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第 7 図　2009 年の台風 19 号での制振効果
Fig. 7　Control performance during Typhoon No. 19 in 2009

第 6 図　ラ・トゥール青葉台 ( 5 )

Fig. 6　La Tour Aobadai
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第 5 図　海外で適用されたビルと制振装置の外観
Fig. 5　Mass damper applied to a building in a foreign country
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物および制振装置の応答から制御理論に基づいて制御入力
を生成するブロックであり，制御器に基づき変位指令が計
算される．振幅制御部は，大入力時に端部への衝突を避け
るために振幅を制御するブロックであり，許容ストローク
の範囲内で作動できるようにする．このブロックでは，急
激な入力の変化にも速やかに対応できるように，位相進み
補償を導入し，制御入力を先行して推定させる．ここで
は，この方法を予見制御と呼ぶ．予見制御は，制御理論部
で得られた制御入力に変位制御系の動特性をとおした出力
に対して実施される．予見制御の出力は，目標振幅の演算
部へ入力され，適切な振幅の大きさが決定される．本手法
に基づく制御性能の一例を第 9 図に示す．建物の床レベ
ルで 200 Gal 相当の大地震を想定し，装置を作動させた

場合の動的挙動を，地上での模擬試験によって確認した結
果である ( 7 )．第 9 図 - ( b ) で，赤い破線は可動マス変位
における許容ストロークの最大値であり，± 60 cm として
いる．実測結果は計算結果と良く一致し，本手法の妥当性
を確認した．
本手法の有効性は，東京地区の高層ビルにおいて，東北
地方太平洋沖地震によって実証された．備え付けのモニタ
リング装置で記録された稼働データによると，装置設置階
での加速度は，最大で約 180 Gal まで達したが，制御手
法どおりに制振装置は作動を継続した．このときの制振装
置の最大変位は，許容ストロークの約 80％であり，スト
ロークを十分に活用していることが確認された．また，同
データと建物モデルによる解析の結果，地震の主要動が過
ぎ去り，建物が自由振動に入った時点より徐々に制振効果
が発揮されるようになり，揺れを RMS 値でほぼ半減し
ていることも確認した．

5.　省エネルギー化

アクティブ式制振装置は，動力を用いるので，言うまで
もなくエネルギー消費を伴う．したがって，制振装置にお
いても，地球環境への負荷低減を配慮した省エネルギー化
の実現は，重要な技術課題である ( 8 )．制振装置の使用電
力は，可動マスの加減速に同期して力

りきこう

行と回生が繰り返さ
れる．可動マスを加速する力行電力は，電源側から供給さ
れ，逆に，可動マスを減速する回生電力は，電動機が発電
機となり，余剰電力として抵抗器に流れ，熱として廃棄さ
れている．
この廃棄されていた回生電力をインバータの直流中間回
路部に挿入された蓄電デバイスに一時的に蓄電し，力行時
に再利用するとともに，一次側電力を抑制して，電力設備
の軽減が図れるシステムを提案している． 

第 10 図に回生電力再利用の基本概念を示す．インバー
タの直流中間回路部にキャパシタンスが非常に大きい電気
二重層などのキャパシタ（コンデンサ）を設置し，回生
時においてキャパシタに電力を蓄えるとともに，力行時
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第 9 図　地震時における可動マスの動的挙動
Fig. 9　Dynamic behavior of moving mass at the time of earthquake
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第 8 図　制御系の概念
Fig. 8　General idea of control system
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に，このキャパシタから電力を供給できるようにする．こ
のシステムを用いることで，制振装置に必要な電力を従来
の 1/3 以下に低減し，一次側の電源設備を軽減できる．

第 11 図は，制振装置を模擬する簡単な負荷駆動装置に
よって，正転および逆転時における一次側の電力状況を試
験で確認したものである．0.5 Hz，± 2 400 rpm で正弦波
駆動して，本手法を適用させた場合とさせない場合の一次
側電力を比較したものである．第 11 図 - ( a ) の状態は本
手法を適用した場合，- ( b ) は従来の場合である．図中の
上段のモータパワーは，モータの回転数とトルクによって

算出された値であり，第 11 図 - ( a ) および - ( b ) いずれ
も，約 1 kW である．これに対し，下段の一次側電力の
ピーク値は，第 11 図 - ( a ) では一次側電力の変動分がほ
ぼ消滅し，- ( b ) の 1/3 程度に小さくなっていることが分
かる．

6.　結　　　　言

高層ビルの制振装置として，レール型フル・アクティブ
式制振装置の適用例を取り上げ，特長や利便性について述
べるとともに，アクティブ式で課題となるエネルギー消費
を改善するため，回生電力を用いた省エネルギー方式につ
いても述べた．また，東北地方太平洋沖地震に関連して，
制御性能の高度化について紹介した．風揺れ対応に重きが
置かれてきた，これまでの制振装置の概念に対して，大地
震においても装置能力の範囲内で積極的に稼働させること
を提案し，それを実現させるための制御法を紹介した．そ
の有効性は，陸上試験での検証後，東北地方太平洋沖地震
において実証された．しかし，近い将来には，東北地方太
平洋沖地震を超える巨大地震の襲来が予想されており，と

( a )　提案法 ( b )　従来の場合
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第 11 図　一次側電力の実測結果による比較
Fig. 11　Comparison of measured primary side electric power
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第 10 図　回生電力再利用の基本概念
Fig. 10　General idea of electric power regeneration for reuse
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りわけ，長周期地震への対応は急務である．最初の適用か
ら 20 年が経過し，高層ビルへの制振装置の設置が必要不
可欠となった現在，制振装置が高層ビルの安全・安心へ果
たす役割はますます大きく，本稿が多少なりとも参考にな
れば幸いである．
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